
　ます。

(１)有価証券の評価基準及び評価方法

(２)棚卸資産の評価基準及び評価方法

(３)固定資産の減価償却の方法

(５)退職資金給付準備金の考え方

　　消費税及び地方消費税の会計処理については、税込方式によっております。

財務諸表に対する注記

　②　賞与引当金については、職員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち、当年度に帰属する金額

    を計上しております。

　①　貸倒引当金については、債権の貸倒に備えるため、一般債権については貸倒実績率及び将来損失見込額等

　　により、貸倒懸念債権等については個別の回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

　　満期保有目的の債券以外のその他の有価証券のうち、時価のある有価証券については、期末日の市場価格等に

　　満期保有目的の債券以外のその他の有価証券のうち、時価のない有価証券については、移動平均法による原価

　 基づく時価法によっております。

　 法によっております。

　り算定）によっております。

　「公益法人会計基準」（平成20年4月11日　平成21年10月16日改正　内閣府公益認定等委員会）を採用しており

　　貯蔵品については、移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法によ

(４)引当金の計上基準

１．重要な会計方針

　　満期保有目的の債券については、原価法によっております。

　③　退職給付引当金については、職員の退職給付に備えるため、当年度末における退職給付債務（期末自己都合

    要支給額）から、本財団退職資金事業への掛金（別途相当額を計上）に基づく退職資金交付金を控除した金額

    を計上しております。

(７)消費税等の処理方法

　　定額法によっております。

　①　退職資金給付準備金は、私立学校設置者に対する退職資金の交付等に備えて、当期末における退職資金事業

    積立資産の額を基礎として算定した金額を計上しております。

      なお、退職資金事業として保有している退職資金事業積立資産は、全て退職資金の交付等のみに使用するこ

    とと規定されているため、退職資金給付準備金は、退職資金事業積立資産と同額になっております。

　②　退職資金事業に届出されている教職員全員が退職したと仮定した場合に必要となる「期末要支給額」は、

　　平成24年3月31日現在、163,868,435,061円となっております。

　③　退職資金事業規程に定める年金数理的決算において算出された「責任準備金」は、平成23年3月31日現在、

　　87,663,517,461円となっております。なお、年金数理的決算は、みずほ信託銀行に委託し、厚生年金保険法に

    規定する要件を備えた年金数理人が、開放型総合保険料方式により算定しております。

　　なお、ソフトウェアについては、利用可能期間（5年）に基づく定額法によっております。

　　資金の範囲には、現金及び現金同等物を含めている。

(６)キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

　④　役員退職慰労引当金については、役員の退職慰労金給付に備えるため、規程に基づく期末要支給額を計上し

　　ております。



（単位：円）

（単位：円）

特 定 資 産

(80,672,732,930)小　　計 91,873,773,949

　退職資金事業整備積立資産

△ 3,000,000

775,510,000   (          0)

　育英資金貸付事業特定資産

－（△1,000,000)

676,032,000

10,350,198,814

－

(506,000,000)

  (          0)

－

－

(10,655,198,814)

－  (          0)

（△201,000,000)

(80,669,370,930)

2,457,951,000

基 本 財 産

　定期預金

　事業推進積立資産

　育英資金貸付事業特定資産

△ 202,000,000

　退職資金事業積立資産

8,605,109,514

487,238,000　融資事業積立資産

  貸倒引当金　

99,843,205

1,451,020,0001,451,020,0001,375,000,000

599,490,000

当期減少額

300,000,000 775,510,000 300,000,000

　　基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりとなっております。

２．基本財産及び特定資産の増減額及びその残高

基 本 財 産

科　　目 当期首残高 当期増加額 当期末残高

小　　計

　退職給付引当資産

2,390,000

2,212,000

　施設整備積立資産 70,000,000

　減価償却引当資産

　事業推進積立資産

39,979,000

0

0

特 定 資 産

　定期預金

675,510,000

　役員退職慰労引当資産

1,151,020,000

152,922,000

　投資有価証券 1,075,000,000

676,032,000

152,922,000

小　　計

70,000,000

1,290,000　役員退職慰労引当資産

54,045,000

－

89,894,597,875

△ 202,000,000

91,873,773,949

　　基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりとなっております。

　投資有価証券 599,490,000

7,253,771,151

－

1,375,000,000

2,072,000

(506,000,000)

合　　計

2,072,000

54,045,000

152,922,000

676,032,000

70,000,000

1,100,000

140,000

487,238,000

99,843,205

　貸倒引当金 △ 9,000,000 △ 196,000,000

9,156,927,225小　　計 88,519,597,875

(676,032,000)　融資事業積立資産

－

(2,072,000)

－

(1,290,000)

  (          0)

　減価償却引当資産

　施設整備積立資産

  (          0)

  (          0)

80,669,370,930

　退職給付引当資産 －

（うち一般正味財
産からの充当額）

5,802,751,151

３．基本財産及び特定資産の財源等の内訳

10,607,947,225

科　　目

93,248,773,949

(775,510,000)

(1,920,842,205)合　　計

－

(99,843,205)

10,350,198,814 (10,350,198,814)   (          0)

(1,051,842,205)

－

(54,045,000)

　退職資金事業積立資産 80,669,370,930

775,510,000

0

14,066,000

79,069,302,574 6,105,479,807 4,505,411,451

0

0

　退職資金事業整備積立資産 99,444,787 99,398,418 99,000,000

当期末残高

－

1,375,000,000

1,290,000

0

（うち指定正味財産
　からの充当額）

0

93,248,773,949

(93,490,000)

712,861,700

－

（うち負債に
対応する額）

－

(152,922,000)

(70,000,000)

(869,000,000)

－

(10,149,198,814)

(80,672,732,930)



（単位：円）

（単位：円）

科　　目

５．固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

　　固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりとなっております。

減価償却累計額

23,349,516建　　　　物

７．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

16,156,448

　　該当する偶発債務はありません。

3,220,000

43,224,497

当 期 末 残 高

133,873,273

75,140,484

△ 200,000

7,050,000

4,110,000

什 器  備 品

合　　計

４．担保に供している資産

28,959,339

90,648,776

　　該当する資産はありません。

2,705,401

建物附属設備

18,230,000

107,030,000

104,110,000

3,410,000

640,000

103,370,000

100,190,000

617,720,000

103,220,000

99,800,000

評　価　損　益

3,718,533

12,802,891

取　 得　 価　 額

6,423,934

98,490,000

６．保証債務等の偶発債務

　　満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益は、次のとおりとなっております。

  　　地方債

　基本財産

種類及び銘柄

599,490,000

100,000,000

100,000,000

99,980,000

100,000,000

時　　　価

99,960,000

99,550,000

帳　簿　価　額

合　　計

　　 　　　第25回 電源開発債

　　　事業債

　　 　　　第34回 地方公共団体金融機構債

　　 　　　第649回 東京都公募公債

　　 　　　第624回 東京都公募公債

 　　　　　第613回 東京都公募公債

 　　　　　第585回 東京都公募公債



（単位：円）    

合　　　　計

内　　　容

（単位：円）

　　　目的達成による指定解除額

10．関連当事者との取引の内容

　　補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高は、次のとおりとなっております。

　　該当する関連当事者との取引はありません。

経常収益への振替額

　　指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳は、次のとおりとなっております。

９．指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳

８．補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高

91,937,531

91,937,531

金　　額

交付者 当期首残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高
貸借対照表上

の記載区分

－ 378,000,000 378,000,000 －

－ 26,418,473 26,418,473 －

－ 9,782,032 9,782,032 －

－ 414,200,505 414,200,505 －

－ 315,827,300 315,827,300 －

－ 828,197,756 828,197,756 －

－ 5,094,822 5,094,822 －

－ 4,653,632,505 4,653,632,505 －

－ 67,215,000 67,215,000 －

－ 4,295,000 4,295,000 －

－ 24,363,283 24,363,283 －

－ 32,282,344 32,282,344 －

－ 102,950,126 102,950,126 －

－ 3,511,000 3,511,000 －

－ 8,003,750 8,003,750 －

－ 1,265,713,617 1,265,713,617 －

－ 7,311,086,503 7,311,086,503 －

8,597,109,514 1,840,026,831 91,937,531 10,149,198,814

△ 196,000,000 0

8,597,109,514 1,644,026,831 91,937,531 10,149,198,814

－ 3,897,409,464 3,897,409,464 －

－ 20,728,297 20,728,297 －

－ 3,918,137,761 3,918,137,761 －

8,597,109,514 13,287,451,600 11,735,362,300 10,149,198,814

補助金等の名称

東京都補助金

私学振興資金借入金利子補給金

老朽校舎改築促進事業借入金

利子補給金

合　　計

学校研究費補助金

退職資金事業補助金計

私立専修学校等耐震化事業費

補助金

私立学校耐震化普及啓発事業費

補助金

私立学校緊急地震速報整備費補助金

統合補償補助金

私立学校地上デジタルテレビ

整備費補助金

私立学校防災用品緊急整備費補助金

育英資金補助金計

育英資金補助金

研修研究費補助金

私立学校定時制・通信教育振興奨励

費補助金

私立学校耐震化計画策定支援事業費

補助金

私立学校ＩＣＴ整備費補助金

－

東京都

指定正味財産

－

私立専修学校教育環境整備費

補助金

融資事業補助金計

入学支度金借入金利子補給金

教育振興事業補助金計

私立高等学校等授業料軽減助成費

補助金

私学退職資金事業補助金



(１)現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記されている金額との関係は以下のとおりとなっております。

　　　 (単位：円) 　　

(２)重要な非資金取引は、以下のとおりであります。

(１)採用している退職給付制度の概要

　　確定給付型の制度として退職一時金制度を設けております。また、本財団の退職資金事業である退職資金制度に

　加入しております。

(２)退職給付債務に関する事項

(３)退職給付費用に関する事項

(４)退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

　　退職給付債務の計算に当たっては、退職一時金制度に基づく期末自己都合要支給額を基礎として計算してお

　ります。

13．退職給付関係

②退職給付費用

△ 79,498,825

77,425,958

△ 2,072,867

3,818,400

3,818,400

(単位：円)

③退職給付引当金（①＋②）

②退職資金交付金相当額

①勤務費用

①退職給付債務

12．重要な後発事象

11．キャッシュ・フロー計算書の資金の範囲及び重要な非資金取引

(単位：円)

該当する後発事象はありません。

現金預金勘定 10,317,998,292 現金預金勘定 10,566,048,719

有価証券 502,216 有価証券 22,516

現金及び現金同等物 10,318,500,508 現金及び現金同等物 10,566,071,235

当期末前期末（注）

（注）前期末の欄の金額は、公益認定前のものであります。

前期末（注） 当期末

重要な非資金取引はありません。 重要な非資金取引はありません。


